
四日市市議会広域行政推進議員連盟

平成 2 3年度調査報告書



昨年 3 月 1 1 日、 東日本を襲った未曾有の大災害は、 地震による激

しい揺れだけでなく、津波によって死者 1 5 , 8 5 4 人、行方不明 3 ,

2 7 1 人、 負 傷 者 6 , 0 2 5 人、.全 壊 建物 1 2 8 , 4 1 1 戸、 半壊 建

物 2 4 5
, 5 4 0 戸、 一部破損建物 6 8 5 , 4 9 7 戸、 道 路損 壊 3 ,

9 1 8 箇所、橋梁被害 7 8 箇所もの甚大な被害 (平成 2 4 年 3 月 7 日、

警察庁緊急災害警備本部) をもたらしました。 未だ不自由な生活を強
いられている大勢の被災者の皆様に、 心より御見舞申し上げます。

さて、 四日市市を含む北勢地域においても、 過去には宝永地震、 安

政東海地震、昭和 1 9 年の東南海地震等により大きな被害を受けたと
の記録が残っています。

また、北勢地域の地下には内陸直下型地震の震源となる養老 - 桑名
- 四日市断層帯、 鈴鹿東緑断層帯、布引山地東緑断層帯が分布してい
ますし、 近い将来東海、 東南海、 南海地震が連動した巨大地震の発生
も危惧されています。

そこで四日市市議会広域行政推進議員連盟では、 今後、 発生が想定
される東海、 東南海、 南海地震に対する北勢地域の 5 市 5 町 (四日市
市、 鈴 鹿市、 桑名 市、 亀 山市、 い なべ市、 木 曽 岬町、 東員町、 菰 野 町、
朝日町、 川越町) の取組みについて調査し、 資料としてまとめました
ので、 ご報 告 いた しま す。

最後に、 今回の調査にご協力いただいた 5 市 5 町の関係各位に、 厚

くお礼申し上げます。

平成 2 4 年 3 月 2 2 日

四日市市議会広域行政推進議員連盟

会長 小林 博次

副会長 伊藤 修一
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広域連携にかかる調査について

問 1 東海 ･東南海 ･南海地震 (直下型、 トラフ型) の発生を想定した北勢地

域の取組みについて

1 . 津波対策について

①現在の対応状況
沿岸部の市町では、 M 8.7 の想定により津波浸水予測地図等を作成して啓

発を行っている。
また、 沿岸部の市町では津波避難ビルの指定などに取組んでいる。

②今後の対応
沿岸部の市町では、三重県が発表した M 9.0 の想定や今後蓬表される予定

の中央防災会議の被害予測による津波浸水予測地図等を作成して啓発を行

うとともに、 津波避難ビルの追加指定に取組むこととしている。　　　　　　　　　 　

ぢ泳ぎ
③過去の被害状況

17 0 7 年の宝永地震による津波の記録が朝日町と川越町に、 1854 年の安

政東海地震による津波の記録が四日市市に残っている。

0 1707 年 10 月 4 日 宝永地震 (M 8.4)

大津波が襲来し、海岸堤防が各所で決壊して田畑の冠水が形しく、多数

の人家が倒壊し海岸沿いの家は流失した。 0 II越町)

津波襲来と記されているが、 被害詳細は明記なし。 (朝日町)

0 1854 年 12 月 2 3 日 安政東海地震
遠州灘を震央とする M 8 .4 震度 6 房総半島から土佐湾の沿岸に津

波被害
四日市市では 2.o m の津波 全壊 11軒 半壊 145軒
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2 . 避難所の状況 (数、 耐震化等) について

①現在の対応状況
指定避難所数 :468ヶ所

一ヶ所あたり人口 : 1,7 9 5 人

一ヶ所あたり面積 : 2 .3 7 K m

うち耐震化済 : 456 ヶ所

耐震化率 : 97.4 %

②今後の対応
沿岸部の市町では津波を想定した避難所の見直しを行い、 内陸部の市町

は沿岸市町の後方支援のための避難所整備に取組む予定である。

3 . 公共施設及び÷般住宅の耐震状況について

①現在の対応状況
公共施設数 : 2 ,2 7 2 ヶ 所

うち耐震化済 : 2 ,1 0 8 ヶ 所

公共施設耐震化率 : 92.8 % 熊称湯鶴舞》
一般住宅耐震化率 : 79.8 %

②今後の対応
耐震化率 100 % 未満の市町においては、早期に 100 % となるよう整備を進

めることとしている。
各市町とも、 耐震化率を高めるための補助事業を継続していく予定であ

る。



、馬 . ･

＼
問 1‐2 (参考)

指定避難所数うち耐震化済 指定避難所
耐震化率

H 22国調人口
指定避難所1か
所あたり人口

面積 km
2

(H 22 10.1現在)

指定避難所1が
所あたり面積

四日市市 117 117 100･0% 307,766 2,630 20 5 .5 8 1 76

桑名市 86 86 100･0% 14 0 ,2 90 1,6 3 T 13 6.6 1 1 59

鈴鹿市 94 92 9 7 .9% 199,293 2,1 20 l94.67 2 .0 7

亀山市 58 58 10 0 ･0 % 5 1,0 2 3 880 19 0 .9 1 3 .2 9

いなべ市 20 19 9 5.0 % 45,684 2 2 84 2 19‐5 8 す0.98

木曽岬町 11 11 10 0 ･0 % 6 ,8 55 623 15.7 2 1 43

東員町 9 9 10 0 ･0 % 2 5 ,6 6 1 2,851 2 2.6 6 2 .5 2

菰野町 49 40 81 6% 3 9 ,9 78 816 10 6.8 9 2 .18

朝日町 9 9 10 0 ･0% 9 ,6 26 1'0 70 5.9 9 0 .6 7

川越町 15 15 10 0 ･0% 14 ,0 0 3 934 8 .7 1 0 .5 8

計 待8 456 97 .4% 84 0 ,1 79 1,7 9 5 1,10 7.3 2 2 .3 7

＼
問1-3

公共施設数 うち耐震化済 公共施設
耐震化率 禮 鰹 (時点)

四日市市 680 670 9 8 .5% 8 1.9% (H 22)

桑名市 74 9 639 85.3% 8 2 .8% (H 22)

鈴鹿市 533 509 9 5 .5% 82 2% (H 22)

亀山市 l37 133 97.1% 84 5% (H 22)

いなべ市 (調査中) (調査中) (不明)

木曽岬町 36 35 97.2% 781 % (H 22)

東員町 46 46 100･0% (調査中)

菰野町 54 4 1 75 .9% 757 % (H 22)

朝日町 18 16 8 8 .9% 8 4 6% (H 21)

川越町 19 19 100･0% 68.3% (H 15)

計 2 ,2 7 2 2! 08 92 .8% 7 9 .8 % (平均)



4 . 地震による遊漆筵対策につし三笠

①現在の対応状況
四日市市、 鈴鹿市、 亀山市、 木曽岬町では液状化危険度の周知を図って

い る。
･

②今後の対応
四日市市と木曽岬町では土壌改良等の啓発を予定しているほか、 ハザー

ドマップやホームページでの周知を予定している。

③過去の被害状況
18 19 年伊勢美濃を中心とする大地震による被害記録が朝日町に、 1891

年濃尾地震による被害記録が四日市市に、 1944 年東南海地震による被害記

録が木曽岬町に残っている。

0 1819 年 7 月 18 日 伊勢美濃中心の大地震

員弁川の水がにわかに引き、 しばらくして泥水を噴出した。 (朝日町)

0 189 1 年 10 月 2 8 日 濃尾地震

四日市尋常小学校の運動場に亀裂が入り泥土が噴出した。 (四日市市)

0 1944 年 12 月 7 日 東南海沖地震

堤防が部分的に陥没し、水路が埋没し平地となり、高畝は崩れて田面同

様となり、 田や畑のところどころで水を噴き上げたりした。 (木曽岬町)



5 . 鰯業と結んでいる防遂嬢単窄つ翌"
①現在の対応状況

各市町で災害時の協力について協定を結んでいる。

②今後の対応
今後とも各市町において、 必要な協定を結んでいくこととしている。

6 . 防災 ･震災時の広域での消防の応援体制について

①現在の対応状況
三重県内や全国の消防組織から応援を受ける体制が整っている。

②今後の対応
各市町の消防本部において、 大規模災害への対応力等を強化していくこ

とと している。



問 2 問 1以外の地震の発生を想定した取組みについて

1 . 地域防災計画の見直し

①現在の対応状況
各市町とも、 M 8.7 (震度 5 弱 ~ 6 ) の被害想定により策定している。

②今後の対応
各市町とも、 県や国の動向 (M 9.0) を見ながら見直しを行うこととして

い る。

2‐ 防災無線の整備

①現在の対応状況 ‐

各市町において、 整備を行っている。 木曽岬町、 川越町では戸別受信機
を全戸配付している。 また、 東員町では防災ラジオを導入している。

②今後の対応
一部の市町で、 デジタル化やコミュニティ F M の利用を検討している。

問 3 節電に関する取組みについて

①現在の対応状況
各市町で照明の間引き点灯や、 エレベーターの一部停止に取り組んでい

る。

②今後の対応
各市町とも継続して取組むこととしている。
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北勢 5 市 5 町基礎データ
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東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 : 四日市市

きキ ●““ * ③過去の被害状況

1 . 津波対策について

筌消費認許勒騨髪処
ジにおいても啓発している。
また、 津波避難ピルの指定やM 9.αと
お ける津波ハザードマップを 1 2 月に
全戸配布した。

＼＼-/
- .

‘ ‘ . ･ ‘‐、ムハ′、ム･【 咳久ロンは尽忙“つ4ノ巴く ,“
ザードマップの見直しを行う。

l854年l2月23日安政東海地震
遠州灘を震央とするM 84 震度 6‐
房総半島から土佐湾の沿岸に津波
被害
本市では2.om の津波があった。 全
壊11軒、 半壊145軒 (四日市史か
ら)

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について 指定避難所

じ
ケ 中 讓化済

津波に対応するため、 津波浸水区域にある
指定避難所の 3階以上に物資の備蓄を検討
する。

3 , 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

公共施設
平成22年度末、 680対象施設中lo施設
が耐震化未対応

,きき さぞミt

公共施設
1 0 0 % 耐震化するために、 施設管理者と
調整を図る。

㈹[ /
' " " 怨ね不 g I眼辰化率 8 L 9 %
無料耐震診断、 耐震化工事補助等の補
助事業を実施している。

平成27年度までに耐震化率 9 0 % を目標に
補助事業を継続

4 . 地震による液状化対
策について

液状化の危険度のハザードマップを
ホームページに掲載し啓発している。

ハザードマップのほか土職改良等の対策に
ついても啓発していく。

1891年lo月28日濃尾地震
四日市尋常小学校の運動場に亀裂
が入り泥土が噴出した。 (伊勢新
聞)

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

平成22年度末
2 4 協定 1 4 0 事業者

今後も必要な協定の締結を進める

6 , 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

今中の " ,れノ′･対 応 ･さないグミ宙が
発生した場合、 三出帆“ ,覇易粒互応援
協定により県内の消防本部から応援を
受けることとなっています。
また、 震災のような大規模災害に

は、 消防組織法に基づく緊急消防援助
隊が全国の消防本部から応援に駆け付
けることとなっています。

. 超 -“" “.葎をはじめとする名鑑
訓練において、 防災計画に対応した訓練を
実施するとともに、 本市が被災した場合の
受援体制を整備して、 大規模災害が発生し
た場合の対応力を強化します。

ノノラト ＼ ‘

取組み ①現在の対応状況 燐響対応ジン/ }
地域防災計画の見直し M 87 の被害想定で地域防災計画を策

定してある。

′
地域防災劉値i見直し検討委員会で検討して
いる。

防災行政無線の整備
市昆ャ"T、* 増胄報を提供できるよう、
防災行政無線を設置している。

市内全域に情報が伝わるように、 電波伝搬
調査を実施し防災行政無線の整備を検討し
ている。

問 1 麹て群 擬実務矮 嶺 曙･モラ斑を鰯箇馨後難 膠組熟議雫きい①現在の対応状況 @今後の対応 (県の防災計画の見直に合

間 2

間 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応
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1 新ェネ′ジギ- 導入促進 - (四日市市)
区分 役所による率先行動 市民等への啓発、導入促進など

導入促進 0 太陽光発電装置付き駐輪場 0 家庭用太陽光、燃料電池、風力システ
年間鷲方kw h ム 30,000円 / 件

○高岡排水池における小水力発電設備 0 中小企業等を対象とした新エネ設備の
年間124万kw h 導入に係る補助

3分の 1以内 (上限 10 0 0 万円)
○新ごみ処理施設における焼却熱発電

区分 侍町‘-ずる率先行動 叩か-等への啓発、導入僻洋々ど
照明関係 0 ライトダウン

20時以降の可能な限りの消灯
(7月以降毎月第1水曜日)

0 防犯外灯L E D 化促進
器具導入･更新補助60 %

○スーパーライトダウン
18時以降の可能な限りの消灯

(6月以降、毎月第3 水曜日)

0 中小企業等を対象とした照明設備
更新に係る補助
3分の1以内(上限1 0 0 0 万円)

"函路、
攻敗の消灯など

0 冷房温度くびじ以上の呼びかけ(夏季)王説関係
0 腰鷺 r 服 190C

0 冷房温度くびじ以上の呼びかけ(夏季)

.しU±: }“ノリ比o 1。詩 ~ 1U u寸 Zげしの試行 (夏季) 0 中小止大" &対象とした空調故備
更新に係る補助
3分の1以内 (上限1 0 0 0 万円)

エレベーター関係 0 エレベ タ の一部停止

○階段利用の推進
上り3 階、下り5階

0 、のノートパン山ノ去弱め U 琢竃製品のスイツナをこまめし切る呼O A 舷眩n[ -
蹄

ぴかけ
0 艮内,F｣四国奇吋リノ チパン｣ ノ龍〃尿オ

フ
0 帰宅時にはノートパソコンのコンセント
を抜く
0 電気ボン十等の利府

0 ファンコイルの停止

その他 0 クールビズ
5月 7 ~ 10/ 3 1

0 中小企業等を対象とした給湯設備の
更新･省エネ診断に係る補助
3分の1以内 (上限10 0 0 万円)

0 グリーンカーテン(夏季)
ゴーヤ、へちま、など

○デマンド監視システム導入

○ミスト散水デモンストレーション
上下水道局玄関付近での散水

(夏季)

○ワイワイ散水(夏季)
水道水を使った打ち水

0 節電パトロールの実施
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東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 " 桑名市

間 1 黎ず雨≦雲海雑驫鰭しげ子熟霧叢鰓蓬尭盤誘繕い①現在の対応状況 @今後の対応 (県の防災計画の見直しに合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 . 津波対策について
地震防災マップ (2007年作成) にて、
津波の浸水エリアを記載し、 全戸配布
し啓発。

三重県が行ったM 9.0での津波浸水予測図を
基に、 桑名での浸水予測を広報 ･ホーム
ページに掲載し、 啓発を行う。

津波があったとされているが、 高
さは不明

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について

指定避難所 86ヶ所
耐震化率 100 %

津波に対応する為、 一時的に避難できる建
築物を募集し、周辺自治会との覚書等の締
結を進める。

3 . 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

平成22年度末、 749対象施設中llo施設
が耐震化未対応

1 0 0 % 耐震化するために、 施設管理者
調整を図る。

平成22年度末で耐震化率 82. 8 %
無料耐震診断、 耐震化工事補助等の補
助事業を実施している。

平成27年度までに….【,L小さん橡 を目標に補
助事業を継続

4 . 地震による液状化対
策について

地震防災マップ (2007年作成) にて、
津波の浸水エリアを記載し、.全戸配布
し啓発。

未定 不明

5 , 企業等と結んでいる
防災協定について

2 7事業所 必要に応じ随時検討していく

6 . 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

発生した場合、 三重県内消防相互応援
協定により県内の消防本部から応援を
受けることとなっています。
また、 震災のような大規模災害に

は、 消防組織法に基づく緊急消防援助
隊が全團の消防本部から応援に駆け付
けることとなっています。

訓練において、防災計画に対応した訓練を
実施するとともに、 本市が被災した場合の
受援体制を整備して、 大規模災害が発生し
た場合の対応力を強化します。

問 2 問 1以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し M 8.7の被害想定で地域防災計画を策
定してある。

圏及び県の想定見直しを待ち、地域防災計
画の見直しを行う。

防災行政無線の整備 旧桑名市は移動系、 iH多度 ･長島町は
回報系を整備

新規での .□'粛ー開 ‐ '↑′こo

問 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応
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区分 役所による率先行動 市民等への啓発、導入促進など

導入促進 0 公共施設潮説吋に人陽光充電ンステ
ムを順次導入

○住宅用人陽光、琢槌 m ガスエンジン、
小型風力 30,000円 / 件

0 工鷁た の願次導入
導入に係る補助
5分の1以内 (上限400万円)

ず1

2 省エネルギー対策
区分 役所による率先行動 市民等への啓発、導入促進など

,□□作#
.、.r簿天川′不

間引き消灯など(間引き消灯は総務エ
リアの半分を目標とする)

器具導入･更新補助

○水･金曜日のノー残業デーは19時に一
斉消灯
0 昼休み･離席時等、こまめな消灯

0 輪三潟府280C 開トの呼びかけT 係 0 冷罵ト眼 % し̂

.･ 1 ( ･ -^- ‐“ ‐

0 輪三潟府280C 開トの呼びかけ

｣川暖房叶Uノヨヨ皿19 こ̂の'双j持

○未使用エリアの空調停止

0 カーテン･ノフインド使用による◇房負
荷軽減、及び暖房効率アップ

エレベ ク 関係 0 職員の使用制限(3階以下)

0 家電製品のスイッナをこまめに切る呼機器 席
びかけ

フ

0 退庁時にコンセントを抜く

0 パソコンディスプレイの輝度調節

′トエ } ★★謙 、バAその他 ○クールビズ
5ハ 6 ~ 10ハ 5

○省エネ.節電対応を広報紙で連載、
掲載。ピーク時節電等

○緑のカーテンへの取り組み
団体へ節電の協力依頼

0 デマンド監視システムの活用 0 中部電力でんき予報を基準とし、広報
単寺 ･即｣竃の呼び掛けを計画

0 エスカレータの運転停止

0 ウオームビズの励行
12月 ~ 3 /3 1

0 毎月第一水曜日のノーマイカ ブーの
徹底
0 ムコドライブヘ Uら八:三間′▲茨城
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東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 " 鈴鹿市

脚 1 懇導き灘逮難覊礎舵ご孝れ撃ち.罐麩認後室与野沮議そ逡落さ①現在の対応状況②今後の対応 (勣防災計画の見直し給わ

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 . 津波対策について

M 8 . 7 における津波浸水予測図
( ｢三重県が作成した津波浸水予測

園｣ 平成16年3月による) 防災マップに
記載し, 全戸配布を行っている。

′ 'ム歳匙行う M 9 . 0 モ
デル確定版をベースに津波ハザードマップを
作成し, 全戸配布を行う。

詳細な情報なし。

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について

膨
.としてメ寺署付けている

) 三 ) ‐‐ ‘本′父、l慶さ。

左記の耐震化未対応の2施設のうち, l施設は
平成23年度中に建て替え終了。 また, 残る1
施設については平成27年度に建て替えを行う
ため, その時点で公共施設の耐震化率は
l00% となる。
なお, 津波からの避難は, 自然高台もしくは
浸水想定区域外へ避難することが前提である
と啓発を行つている。 ただし, 身体的な理由
等で, 津波から協

.… 、 …‘光三対象とし
た, 津波避難施設の指定を行い, ハザード
マップ等で広報を行っていく。

滋施設のうち,′柚-〉, 柑刻め。
避難所の中で, 津波の浸水が考えられ
る施設については, 地域防災計画に
｢津波時不適｣ と記載し, 同情報を市

ホームページで周知している。
Eた, 津波からの … U m 鞘九;“÷吶
王援護者等への通知九として, 津波避
施設の指定を行っている。 (公共施
:だけでなく, 企業等からの協力も得

ている)

3 . 公共施設及びノ般住
宅の耐震状況について

;万難2年度末 533対象施設中609施設
耐ゞ震化対応済

too % 耐震化率を目指し, 調整を因る。

一般住宅
平成22年度来 観.2%

一般住宅
等*秘‘ , ･ き′ 》鳴秀を目標とす
る。

4 . 地震による液状化対
策について

液状化危険度のハザードマップを作成
し, 市ホームページに掲載している。

今後も 液状化危険度についてホームページ
や啓発等で周知を行っていく。

詳細な情報なし。

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

2 圦桝ル 覊“間 9 6 協定
‘ “…… 幟 -関ブゐ協定≠華れv n r時孔

災害時飲料水提供に係る協定 等

今後も, 災害時に必要と考えられる協定につ
いて適宜締結をしていきたい。

6‐ 防災 ･震災時の広戯
での消防の応援体制につ
いて

ノ【 ･… “ #“ト･指物辻に肺には- - …:]
毒づき, 県内の他市町の消防本部から
応援を受けることとなっている。
また, 震災のような大規模災害時に
は, …‐‐

"

隊が全国の消防本部から応援がくるこ
ととなっている。

様々な学窓 ) 駐在しテ ｣範ノていく。

問 2 問】以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災町画の見直し

申す禍 ･来,凱" ･ .…種賞の嶺化につい
ては, 平成l5犯に中央防災会議が公表
した被害想定を基に, 三萬県が平成16
年度に地震被笹想定を実施したデータ
を買コ市eしている。

現在, 圈や県が見直しを行っていることか
ら, モの柚界亡喀、ヌて地域防災計画の見直
しを行っていきたい。

防災行政無線の整備

市所有施設 (支所, 小 ･中学校等) に
移動系防災行政無線を設置し, 災害時
にはその無線を使用して情報収集や災
害情報の周知を行っている。

来年度から, … " ..
[ 章↓街逡講演てい

く。

間3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応

、



　　　　　

　 　　　　

　　 　　　
　　

　　　

　　　　　　
　
　　多数ききゾ

1 新ェネルギ- 導入促進 (鈴鹿市)
区分 役所による率先 T勳 市民等への啓発、導入促進など

導入促進 太陽光発電:市役所本庁舎 住宅用太陽光発電システム設置費補助
年間36,408kw h 20,000円/件×60件

太陽光発電夕肖防鈴峰分署 家庭用ガスエンジン給湯器設置費補助
年間11,872kw h 20,000円/件×15件

年間36,408kw h 20,000円/ ×60

太陽光発電夕肖防鈴峰分署 家庭用ガスエンジン給"

年間11,872kw h 20,000円/件×15件

太陽光発電"神戸中学校,不燃物リサイ クリーンエネルギー自動車
クルセンタ - ;肖防庁舎 (建設中) 20,000円/件 x 200件

薬物発電:清掃センター
年間1,699万kw h

刀
!≠

.･"‐"‐.J′不

一 ‐‐‐多大

す9時以降の可能な限りの消灯 パネルの展示
昼休み--半許--支時仇なむ ,.じの 消

灯
《省エネ全器》 市内ションピン‘
での街頭啓発 (6/5 :環境の日)

調整 活動推進員による環境出前講座
一 ‐‐‐多大

辛内温度三掌 (夏季 :2さも)比… .,

、ム ] =÷ "
日 ･時 間 の " 、

活動推進員によるくらしの省エネ診断

崎 《省エネ全般》 各種イベンlナ~の参画

エレベーター関係 休 囲ま1台のみで連行 《省エネ全般》 広報, H Pでの啓発掲載

3 アップ4 ダウンの励行 《省エネ全般》 S uzuka- E C 0 2プロジェク

ト(鈴鹿市版環境家計簿)の実施

‘ - 時 のノミソコン…′“･4 ノ

′

O A 濃…せ 中細可

コピ 機庚用夢喘ごうため,両山一亡一や
N アップ印刷,プレビュー確認の活用

使用しない電化製品のコンセントオフ

その他 クールビズ期間の延長
5月 6 ~ 10 / 3 1

ノー残業デーの率先励行による消灯

グリーンカーテン取組み (夏季)

各所属長による夏季範竃取組み状況の
点検･指示

｣ 17‐



東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市 町 名 :
- 亀山市

間 1 聽 ず南擬 聽 馨 嶺 騨しモラネ酪男雛 雛 梨 酵磐盤 請 熟①現在の対応状況②今後の対応 (県の防災計画の見直しに合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 . 津波対策について

"‐ =せ5 8 ケ ;折 :南-粥川,何 .
箋窄ま''沿梓ふき｣ヘツ偽れ寺橇 ‘ ▽

2 , 避難所の状況 (数、
耐震化等) について

=せ5 8 ケ ;折 :南-粥川,何
本制として、 避難所整備 ･備蓄等も
計しなければならないと考えている

3 , 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

公共施設
平成 2 2 年度末 1 3 7対象施設中
4施設耐震化未対応

公共施設
1 0 0 % 耐震化するために施設管理者と調
整

艘仕を
平成 2 2年度末 轉震化率も8 4、
5 %
無料耐震診断、 耐震補強工事 ･除却工
率撚助等の南業を生協

平成 2 7年度までに耐震化率 9 0 % を目標
に補助事業を継続

4 . 地震による液状化対
策について

果｣ 液状イi二の̂ T仏翔火出前講座等で
直接、 市民に対して周知

吊 ･
:":‘

^ … 'ト′、ん 蹄津の稲和を進める

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

平成 2 2午後木
1 5 協定 9 0 事業者

^ … 'ト′、ん 蹄津の稲和を進める

6 . 防災 ･震災時の広域

体制
大規模災害時には、 消防組織法に基づ
く緊急消防援助隊による応援体制

･′‐ ･‘‐‐-
初･

いて

問 2 問 l以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し
定 ている (東日本大震災 ;津波対策等は反映

させていない)

防災行政無線の整備

市域の一部 G□関町地域) に防災行政
無線 (アナログ) を設置

無線L A N (I P ) システム調
進めている

間 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応

4 8-



1 新ェネルギ-導入促進 (亀山市)
区分 役所による率先行動 ･市民等への啓発、導入促進など

導入促進 0 廃棄物発電 0 家庭用太陽光発電システム設置補助金
総合環境センター 発電評250k w 1基 出力lk w 当り3万円 (上限すo万円)年200件

程度(予算の範囲内)

0 太陽光発電 0 事業所用太陽光発電システム設置甫助金
総合保健福祉センター 1o k w 出力1okw 以上の設備を設置50万円年2件

0 太陽光発電

区分
.=‐トー十･‘′‘

イG ロ斤r. 上フ 需 片 ,-痢 市民等 ^ ④-啓発~導入偏誤テ･F

照、舅関係、 0 スーパー/′ 残寒テ (6月 ~ 9月)
第1、第3水曜日、午後6時金庁消灯

0 防犯灯施祓鮮県只r酌凱土
新規で設置する自治会にLED防犯灯を推進

0トイレの…“と忠節訳--.企換

O EP 胆フイトダウン2 0 1 1
6/22夏至ライトダウン 7/7七夕ライトダウン

○冬季ライトダウンデー(1 2月 ~ 3月)
第3水曜日、午後6時全庁消灯

空
… -行 0 )令藩 刊辰 2げじ(夏季)

0 暖房上限 2 0 oC (冬季)

エレベーター関係

0′ 商ノ‘ ｣ ;"でノートパソコンを-又Cムー"^… 生

5分で画面が消えるなど

0 各室のプリンターは、時間外は電源オ
フ

0 離席時のノートパソコンの蓋とじ、1時
間以上離席時は電源オフ

その他 ○クールビズ(夏季)
5/ 23 ~ 9/30

○緑のカーテン、打ち水などによる節電
を各自治会へ回覧による呼びかけ

0 緑のカーテンrキ鬱し(夏季)
アサガオなど 家庭における日常生活の行動乙電気岸躍

"するテン‘-し-.1′変 ' ;-- - -‘“□ね

0 デてンド監視システム導入 ○｢夏季の負=亀対策i｣向け u と題した
講演会を開催

電力消費ピーク時における会議室の使用を控え冷房使用
券抑制

′

各施設の毎月の雷編修富里山方r h 瀞' 将 * 二 職

○ウオームビズ(冬季)
12/5 ~
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東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 ; いなべ市

問 1 聽て群擬裏穀蟹嶺だ驚し妄を熱鰯鑑雛疑膠磐み罰繕い@現在の対応状況･②今後の対応〔県の防災計画の見直に合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 . 津波対策について
災害発生時にいなべ市の被害がない又は小
規模の場合、 近隣市町の応援体制を整える
(応援協定締結済み)

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) についで

聽定避難所 2 0箇所のうち 1 9 施設が
耐震化済みである

今年度員弁運動公園体育館の耐震を行う。

3 , 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

調査中
1 0 0 % 耐震化するために、 施設管理者と
調整を図る。
自治会公民館を避難所として定め、 今後耐

艘住宅 vフI'm 農化孕は"･明

一般住宅
三重テレビや広報誌など媒体を使い、 市民
に呼びかけを行う

4 . 地震による液状化対
策について

液状化地域なし

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

平成22年度末
9 協定 9社

今後も必要な協定の締結を進める

6 , 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

発生した場合、
聯定により県内の消防本部から応援を
受けることとなっています。
また、 震災のような大規模災害に

は、 消防組織法に基づく緊急消防援助
隊が全圃の消防本部から応援に駆け付
することとなっています。

桑名市Y肖方本部と連携し、 本市が被災した
場合の受境体制を整備して、 大規模災害が
発生した屍合の対応力を強化します。

問 2 問 1以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現住の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し
国の計画の見直しをを反映し、 次年度内容
を検討する。

防災行政無線の整備
市民に迅速に情報を提供できるよう、
防災行政無線を設置している。

打 '′′･ ･･･テコ 挫い、 FMコミュニ
ティ無線の整備に向け市内の電波伝搬調神
を実施し整備を検討している。

間 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応
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1 新ェネルギ-導入促進 (いなべ市)

導入促進 廃食油の再利用によるB D月ヒ 使用後の天ぶら油(廃食油)を資源ごみ
区分

… , 磐蜥【こよる率先行動 転 市民等への啓発、導入促進など
み -

　

　 　
　
　 　　として回収

区分 得所!‐よる率先行動 市民等への啓発~導入佃"荏た戸

照明関係 各朝風におけるノ] アの蛍光管数のJ嫌
を目標にした間引き点灯の実施

節電中きある旨U“iミハタ 等三二示して
来庁者に周知。

玄関･通路･食堂の原則消灯の実

会日戟喪の間引き点灯の実施

自販機照明の消灯

昼休み(午後12時から1時)の消灯の継続
実施(必要な所は除く)

ついては、必要時のみの点灯実施(点げた
ら消すの励行)
一部公民館のLED化

空調関係 冷房下限28oC (夏季)

不快指数を目安に冷房を入れる

午前8時30分から10時
/ 午前計時から午後12時30分

午後1時30分から3時 / 午後4時から5時
エレベーター関係

、 刀 ら 、 イ . ,

O A 機器等 離籍時にパソコンロックと併せてモニタ
電源のo FF (婦庁時及び土日、休暇時も
室施)
パソコンモニターの省エネモードの利
用。

｣ ビー機見直 uこより台数Uノ印肋靭。

その他 クールピズ
5/23 ~ 10/3 1

ゴーヤのグリーンカーテン(夏季)

よしずの使用

デマンド監視システム導入.

電気を使用する機器(器具)の持込、使用
の禁止(冷風扇･扇風機等ただし、電池式
は可とする)
公用車のエコカー(ハイブリット、軽自動
車)の導入
自動扉の電源O FF (ただし、冷房中は除
く)



東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 ; 木曽岬町

間 1 髯凄戸% 醸擬叢群威そ7乳礬罐馨藤圏囃そこ確報縫合現在の対応状況@今後の対応(県の防災計画の見直に

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 , 津波対策について

掲載している木曽岬町総合防災マップ
を全戸配布するとともに町のホーム
ページにおいても啓発している。
町内金籾 ･伴‘民′ -“ " ‐ " とれてい
るため、 民間企業と協定を締結し一時
避難所 (津波避難ビル) を指定してい
る。

地域防災計画の概要や M 9,0における津波ノ、
ザードマップを含めた防災ガイドブックを
作成し全戸配布する。

記録が残っていないので不明

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について

指定避難所 11ヶ所 耐震化済
一時避難所 (津波避難ビル) 7ヶ所
耐震化済
津波に対応するため、指定避難所の3
階以上に物資を備蓄している。

指定避難所及び一時避難所 (津波避難ピ
ル) に自動鯛錠装置を設置する。
国土又道□~ ちγM L旨i画している防災ス
テーションに避難所を兼ねた水防センター
を建設する。

3 . 公共施設及びー艘住
宅の耐震状況について

4 . 地震による液状化対
策について

平成23年10月末、 36対象施設中1施設
が耐震化未対応

公共施設
100 % 耐震化するために、 施設管理者と調整
を図る。

平成22年度末で耐震化率78l % 一般住宅
需 ^ " 仔まま こる、耐舐化中りUメoを目標に補
助事業を継続

総合防災マップのほか土壌改良等の対策に
ついても啓発していく。

無料耐震診断、 耐震化工事補助等の補
助事業を実施している。

全戸配付している木曽岬町総合防災
マップに町の液状化について掲載し啓
発している。

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

平成23年lo月末現在
8協定 齢事業者

△‘“↓ シー " ]
一癖網を;雀耕ス

6 . 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

一重県内消防相互′心
当町は、消防事務を桑名市消防本部に
している。

特に予定なし

問 2 間 1 以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し M 87 の被害想定で地域防災計画を策
定してある.

国が･予定している防災基本計画の修正や-
重県が予定している地域防災計画の修正
は、 町の地域防災計画に直接的に“ [ む‘
える内容であることから、 国や県の動向を
注視 しつつ、 町の防災計画の見直しをfう
つ。

防災行政無線の整備
町民に迅速に情報提供できるよう、全
世帯に戸別受信機 (アナログ) を設置
している。

平成23年度からデジタル化への更新を進め
ている。

RB 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現化の対応状況 ②今後の対応

･
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導入促進
役所(ご +る率先行動 市民等への啓発、導入促凄ナrF

区分
照明関係

役所による率先行動
0事務室内の電灯の消灯
窓際にある電灯3基の内、2基を消灯、
入口側電灯(3基)を消灯し、事務に支

障
の無い範囲で消費量の削減に努めて

し、

市民等への啓発、導入促進など
役場内の電気使用量の削減行動につい
てを町H Bに公表し住民への啓発を行っ
た。

0 価 -トー ムニ照明の希吋消灯

空調関係 0 事務室内のエアコン1基を停止中。
他の2 基についても選秀でコントロール

し
ている。

○日々の冷房温度設定の目安は、下限
28ocを体感温度及び不快指数により、常
時調整(夏季)

エレベーター関係

O A機器等 0 パソコン及びプリンターの省エネモード
設定

･

その他 クールビス 6月 ~ 9 /30



東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

橘名 東員町

間 1 秀檻群擬醐災鬘疑講しげ子巽な鰯銭雛疑孵誓盤許きい①現在の対応状況 @今後の対応 (県の防災計画の見直に合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 . 津波対策について 津波の想定区域外のため、 特段の対応
なし

町内における津波被害は考えにくいが、 出
先で被害に通わないようにするため、 広報
紙等で津波に対する備えを住民に周知して
いく

特になし

2 , 避難所の状況 (数、
耐震化等) について

平成 2 2年度末現在、 指定避難所 9箇
所
耐震化済

現在は町内の小 ･中学校の体育館を中心に
避難所を設置しているが、 今後はその中か
ら福利び;"〆 ~ …

′とを積極的に進める予定

3 . 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

平成 2 2年度末現在、 町内4 6施設
耐震化済

今後も継続して施設の適正な管理を行う

一般住宅
無料耐震診断、耐震補強設計、耐震補強事業等に対
し楠拗を行っている。国 ･県の補助凧度の拡充、張
- ,^屏久“兀土による防災距離の高まり等もあ
り、昨年度からは補強工事の実績も上がりだした。
耐震化率は調査中である。

一般住宅
耐震化推進のため、 今後も補助事業を継続
する

4 , 地震による液状化対
策について 特になし 三重県が試算する液状化想定区域国を使

い、 対策を住民に周知していく
特になし

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

商工会を初めとする多くの団体と協定
を締結している ^ " ュ レ - - … {

-‘★≧を進める

6 , 防災‐震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

本町の浦助力で対応くさ′はい災害が発
生した場合、 三重県内消防相互応援協
定により県内の消防本部から応援を受
けることとなっています。 また. 震災
のような大規模災害には、 消防組織法
に基づく緊急消防援助隊が全国の消防
本部から応援に駆け付けることとなっ
ています。

.“““ス災しん場合の又抜粋:落選狂慌し、
大規模災害が発生した場合の対応力を強化
します。

問 2 問 1以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し 町内に震度 5強の揺れを観測する想定
で地域防災計画を策定している

団 ･県より発表される被害想定を参考に見
直しを進める

防災行政無線の整備
町内に7 0箇所の屋外スピーカー (同
報無線) を設置し、 迅速に情報が伝え
られるよう整備をしている

同報無線により放送された内容を受信する
防災ラジオを平成 2 0年より運用 (個人負
担あり) しており、今後も普及を進める

問 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応
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1 新ェネルギ-導入促進 (東員町)
区分 役所による率先行動 市民等への啓発、導入促進など

導入促進 ･小 ･中学校 (8校)に太陽光発電を設置
検討中

区分 役所十孑る率先行動 市民等への啓発、導入!□…をF
照明関係 20時から22時まで事務所等照明の消灯

フ/7、28、8/ 24日に実施

実施施設:役場庁舎、総合文化センター、
中部公園

ししマ ヘ -- 【ノし、 聟 閣

･執務室、会議室の照明を間引きする
(蛍光灯を2割程度取り外す)

広報紙で啓発

自白外灯の点虹町間に奴制覇 る
(午後10時消灯とする)

′ムTは‘“｣、ロノ]

･毎週水曜日をノー残業とし、午後6時に
一斉消灯する

広報紙で啓発

空 床
冷房運転は不快指数77を目標として
行う(夏季)

÷枡 しじ書を発

･冷房運転時間はケ前U町30分から午後
5時までとする(夏季)

広報紙で啓発

エレベーター関係

･栗橋仰~了時のパソコン･プリンター等の 広 ,、 で
ーO A 機器等

O A機器は、主電源を切り待機電源を
オフにする。

広報紙で啓発

に設定
"-昼休みや長時間の離席時のパソコン

をスリープ(スタンバイ)にする
広報紙で啓発

その他 ･クールビズ
5/ 23 ~ 9/30

･グリーンカーテン(夏季)
ゴーヤ、すだれなど
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東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 菰野町

間 1 騨て群 擬雲海躯豪讓諾し妄を 熟 鰯 叢翌雰隆 囃 盤蝨繕い@現在の対応状況･②今後の対応 (県の防災計画の見直しるこ合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 , 津波対策について 想定なし 想定なし なし

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について

指定避難所 4 9施設
耐震化済4 0施設

町、 区所有の建物を中心に避難所の見直し
を行うとともに、 耐震化についても取り組
んでいただけるように努めていく。

3 . 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

公共施設
平成 2 2年度末、 5 4 対象施設中 1 3
施設が耐震化未対応

耐震化に向けて施設管理者と協議を図る

一般住宅
箱 に揃."符〆キ率 75 7 %。 無

料耐震診断、 耐震化工事補助等の補助
事業を実施している。

一般住宅
平成27年度までに耐震化率90% を目標に補
助事業を継続。

4 . 地震による液状化対
策について

特に周知していない
ハザードマップ等に液状化の危険度をしめ
していく

特になし

5 , 企業等と結んでいる
防災協定について

平成2 3 年度 1 1 月 1 5 日現在
4 協定 4 7事業者

今後も必蚊な協定の締結を進めていく

6 . 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

本川の ノ｣ ･ハ鬱しA C きない火口〃'
発生した場合、 三重県内消防相互応援
協定により県内の消防本部から応援を
受けることとなっています。
また、 震災のような大規模災害に

は、 消防組織法に基づく緊急消防援助
隊が全国の消防本部から応援に駆け付
けることとなっています。

訓練において、 防災計画に対応した訓練を
実施するとともに、 本町が被災した場合の
受援体制を整備して、 大規模災害が発生し
た場合の対応力を強化します。

問 2 間 1以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し 震度 5弱、 一部震度 6の被害想定で地
域防災計画を策定してある。

地域防災計画見直しを進めている。

防災行政無線の整備
同報系を整備済み
各戸に戸別受信機を配布
屋外拡声器を設置

デジタル化への移行、 コミニュティーFMの
利用等検討中

閭 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 ②今後の対応

･
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区分 役所による守先行動 市民等への啓発、導入侶経費F
照明関係 0 点灯時間の削減

毎週水曜日のノー残業デーの徹底
19時一時守全消灯

0 7月 7 矧ご｢七夕ライトダウン｣として午
後8時から午後10時まで家庭等での消
灯を呼びかけ

0 電灯数の削減
蛍光灯の間引き、廊下、吹抜けの消灯
0 昼休みの消灯(業務に支障のない範
囲)
O LE D昇艮一言J導 入;ハコ

空調関係 0 空調設備の設定温度28 oC (夏季)

○氷蓄熱システム(電気)と油焚き冷温
水器の併用(ピーク時の蕾妄岳削減)

･

0 空調蒙こみ弘二“時間外の排煙窓の

▲ -'寄 席潟 席 2 00C (冬 )。‘*‐,蹄℃ -
▲ -'寄席潟席2 ooC (冬季)。‘*‐,蹄℃ -

エレベーター関係 ○エレベ タ ー基の停止(2基中)

0 職員の使用制限

メト溌 B ハ.★ "O A機器等 0 会議、現場、昼食等で離席する際の
ノートP O の芸閉め
0 退庁時のP C ･複合機等の電源O FF

~" o ‐̂ ノトその他 0 クールビス期間の拡大(5/23 ~ 10/31)
(服装 :町のイベントTシャツ･ポロシゼソ
可)

0 町のホームページで省エネチェック表
を掲載し各家庭等での活用を呼びかけ

○グリーンカ テン(ゴーヤ)(夏季)
弍

0 使用時以外のトイレの照明･暖房便
座. エアータオルのO FF
0 ウオームビズの推進(12/ 1 ~ 3/31)

0 中学校(2校)、小学校(5校)、幼稚園
の圈)にデマンド監視システ′･導入

r
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東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 " 朝日町

間 1 灘て群 擬襄穀 鬘 讓麗し按を 熱 燃 範餐難 認 野 鷺 寵し、①
現在の対応状況･②今後の対応 (県の防災計画の見直しるこ合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 津波対策について 町民への啓発を検討中 町民への広報誌、 H P での啓発を行う。

l707年10月4日の宝永地震 (M
84 ) に津波襲来があったと記され
ている。 被害詳細は明記なし。
(朝日町史より)

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について 指定避難所9ヶ所 耐震化済 耐震化済の朝日町体育館 ･公民館を指定避

難所に加える。

3 . 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

′′"＼#巴-及
平成22年度実績で聡対象施設中2施設
が耐震化未対応

1 0 0 % 耐震化するために、 施設管理者と
調整を図る。

平成21年度実績で耐震化率 8 4 . 6 %
嘆料耐震診断、 耐震化工事補助等の補
乃事業を実施している。

平成27年度までに耐震化率 9 5 % を目標に
補助事業を継続

4 . 地震による液状化対
策について

特になし
幹線道路において、 マンホールの浮上対策
を進める。

18 1y牛 !月 影ロ伊ノ′
“中中心の人地

震には、 員弁川の水がにわかに引
き、 しばらくして泥水を噴出した
と記されている。 (朝日町史よ
り)

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について 平成22年度末 2協定 2業者 今後も必要な協定の締結を進める

6 , 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

四日市市消防本部への常備消防委託に
より四日市市の対応を準用する。

同左

問 2 問 1以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し M 8ぼり倣壼患にじ地域防災計画を策
定してある。

全面的に見直しを行う。

防災行政無線の整備 町民に迅速に情報を提供できるよう、
防災行政無線を設置している。

電波伝搬の調査、 及びデジタル化を検討
中。

問 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現在の対応状況 - ②今後の対応
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区分 役所rよる字先 市民等への啓発~導入伯 }をなど
導入促進

一 一 ･ノし-Jヲ蹴り し~▼丁 學- - ふ･ロフロ･

照明関係 0 昼休みの局内
12時から13時可能な限りの消灯
(従来より)

○｢七夕ライトダウン｣の呼びかけ
7/7 20時から22時までの2時間、家庭

などで消灯
0 時間外の消灯
時間外における可能な限りの消灯
(銑婁上り)

○適止照明
通路、窓際、トイレなどの消灯

0 防犯外灯L E D 化の検討

字訓関係 0 冷房ト限得し及び扇風機の活用(夏
季)

エレベーター関係 エレベーター 設置なし

O E□± - - m ノ : パン｢、′霊 活 4O A
~^【“寸

フ

0 帰宅時にはノートパソコンのコンセント
を抜く(一部試行)
0 離席時のノートパソコンふた閉め

その他 ○クールビズ
6/ 1 ~ 9/30

0 グリーンカーテン(夏季)
ゴーヤ、風船がずら

、



東海 ･東南海 ･南海地震の発生を想定した取組について

市町名 : 川越町

間1 騨て群 擬 醗 皹 嶺 i竪麗しモヲ斑 潔 潴 雛 農 酵響み鷺 繕い@現在の対応状況 @今後の対応 (県の防災計画の見直に合

①現在の対応状況 ②今後の対応 ③過去の被害状況

1 . 津波対策について 津波避蠅ピル等、 一時避難場所の確保
に取り組んでいる。 (7ヶ所締結済)

津波ハザードマップの作成を行い、 全戸配
付を検討している。 また、 津波避難ピルの
指定を進めていく。

1707年10月4日の宝氷地震 (b18.4)
で大津波が襲来し、 海岸堤防が各
所で決壊して田畑の冠水が形し
く、 多数の人家が倒壊し海岸沿い
の家は流失した。 (川越町史よ
り)

2 . 避難所の状況 (数、
耐震化等) について 指定避難所 1 5 ヶ所 耐震化済

津波を想定した指定避難所の見直しを検討
する。 また、 災害時要援護者に対応できる
福祉避難所の整備を進める。

3 , 公共施設及び一般住
宅の耐震状況について

公共施設 1 9
平成 2 2 年度末で耐震化率 1 0 0 %

･

一般住宅
平成 1 5年度末で耐震化率 6 8 . 3 %
無料耐震診断、 耐震化工事補助等の補
助事業を実施している。

一般住宅
平成2 7年度までに耐震化率 9 0 % を目標
に補助事業を継続

4 . 地震による液状化対
策について ハザードマップの作成を検討する。

過去の地震による被害の中で液状
化による被害は記録が無く詳細不
明。

5 . 企業等と結んでいる
防災協定について

平成 2 2年度末
5 協定 2 0事業者

今後も必要な協定の締結を進める。

6 , 防災 ･震災時の広域
での消防の応援体制につ
いて

四日 -11-l｣
より、 四日市市の対応を準用

四日市市消防本部への常備消防委託によ
り、 四日市市の対応を準用

間 2 問 1以外の地震の発生を想定した取り組みについて、 記載してください。

取組み ①現在の対応状況 ②今後の対応

地域防災計画の見直し M 8 . 7の被害想定で地域防災計画を
策定している。

全面的な見直しを検討する。

防災行政無線の整備

町民に迅速に情報を提供できるよう、
防災行政無線を設置している。 また、
デジタル化及び個別受信機の整備を進
めている。 (現在は個人世帯を対象)

町内全域に情報が伝わるように、 屋外子局
等、 難聴地域の整備を進める。

問 3 節電に関する取り組みについて、 記載してください。

節電対策 ①現住の対応状況 ②今後の対応

･
＼
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1 新ェネルギ-導入促進 (川越町)
区分 役所による率先テ動 市民等への啓発、導入促進など

導入促進 庁舎、南引導i･学校に太陽光発電設備を 住宅用太陽光発電システム設置費補助
設置(庁舎:最大30kw、発電状況パネル 事業(上限18万円(上乗せ2 ･3万円))
をホールに設置)

ハイブリットカー 1台導入 低公害車購入補助事業
(車両本体等に対し5/100 (上眼中万

区分 役所片上る鑿井行動 市民等への啓発‐導入佃"佳かど
縞 肪
- -- -JIハ.l九く

シム皆 ′
′、

又 ･ . -
庁舎蝉00% 程塵魂山ムー!薪業

‐ 【 〕

ィ･晏箇所照明の消灯く舟町'

昼休みの消灯

系 (z8℃ )の徹

肉大など4･要時ーし空調停止

エレベ ク 関係 倉庫棟のEV、瀞u寸兎源O FF

･

O A機器等 離席時にパソコンを閉じる

その他 庁舎ガラス( 部)に遮熱コーティング 町広報紙に特集(2P )として、節電啓発
記事掲載

緑のカ テン(ゴーヤ)の栽培中(夏季) 行政番組において、環境対策コーノ を
設け啓発

一部施設にデマンド監視システムの導入

クールビズ期間拡大
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